
特別職の報酬等について（昭和 39 年 5 月 28 日自治給第 208 号  自治事務次官通知）（抄） 

 

 

 最近における地方公共団体の議会の議員の報酬に関する条例の改正をめぐる世論の動向

にかんがみ、地方公共団体の特別職の職員の報酬等の額の決定について第三者機関の意見

を聞くことによりその一層の公正を期する必要があると認められるので、下記要領により

速やかに措置されたく、命によって通知する。  

 なお、管下各市（特別区を含む。）については、都道府県の例にならい措置を講ずるよう、

また町村については必要に応じ同様の措置を講ずるよう指導されたい。  

 

 

記  

 

 

１ 地方自治法第 138 条の 4 第 3 項の規定による都道府県知事の附属機関として、別紙条

例準則を参考として特別職報酬等審議会（以下「審議会」という。）を設置するものと

すること。  

 

２ 都道府県知事は、都道府県議会議員の報酬の額に関する条例を議会に提出しようとす

るときは、あらかじめ当該報酬の額について、審議会の意見を聞かなければならないも

のとすること。  

  なお、知事、副知事及び出納長の給料の額についても同様の手続により措置すること

が適当であること。  

 

３ 審議会の委員は、都道府県の区域内の公共的団体等の代表者その他住民のうちから任

命するものとすること。この場合、当該都道府県の議会の議員、長及び常勤の職員を任

命することは避けること。  

 

（別 紙）  

  ○○県（都道府）特別職報酬等審議会条例準則（省 略）  

 

 


